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ＣＡＩ教室のみ
３クラスに１クラ
ス分程度整備

１人１台

新しい学びに向けたＩＣＴ環境の整備

・高等学校において学習者用コンピュータ１人１台端末を実現するには

地方財政措置 県費で整備
または
ＢＹＯＤ

※ BYOD（ビーワイオーディー）・・・「Bring Your Own Device」の略称
個人が所有するパソコン・タブレット・スマートフォンなどの端末を持ち込み、活用すること

１日１コマ分程度、
児童生徒が１人１台環境で
学習できる環境
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新しい学びに向けたＩＣＴ環境の整備

※ 実施する（実施予定）と報道等で公表している都道府県を記載

公費で１人１台端末を整備する都道府県（予定も含む）

• 佐賀県、大分県、山口県、大阪府、群馬県

ＢＹＯＤを導入する都道府県（予定も含む）

• 東京都、神奈川県、兵庫県、広島県
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• １人１台端末でどのような学びが実現できるのか

（「東京都教育ビジョン」より引用）

東京都におけるＢＹＯＤの取組

「都立学校スマートスクール構想」の推進

タブレット端末やスマートフォンなどの情報端末を活用し、生徒が自ら必要な
情報を集めて課題を解決する、コミュニケーションを通した学び合いを実現す
る、自分の学力や興味・関心に応じた問題に繰り返し取り組むなど、時間や場
所を選ばない多様な学習を実現できるようにします。

また、各学校が有する生徒の状況に関する様々な情報を、ＡＩ等により分析す
るなどして課題やその解決策を可視化し、基礎的な学力の定着や進路実現に
向けた学力の伸長といった生徒一人一人の状況に応じて最適化された学びを
実現します。

さらに、テスト等の自動採点や集計・分析等により、教員の業務負担の軽減を
図ります。
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• １人１台端末を活用する指定事業の実施

（東京都教育委員会より聞き取り）

東京都におけるＢＹＯＤの取組

■ICTパイロット校（２校）指定事業（H28年度～R1年度）

LTEモデルの端末を全教員、全生徒に貸与

■BYOD研究校（7校）指定事業（H30年度～R1年度）

普通教室に無線LANを設置し、生徒所有の端末を活用

（生徒所有の端末は、ほとんどがスマートフォン）

• PCとスマホを比べた時のスマホの画面の小ささやキーボードがないこと
の課題はあるものの、双方向型授業の成立という点では上記どちらの
事業でも見られたことと、併せて財政的な視点から、都としては公費で
の整備ではなく、スマホを含むBYOD事業を推進していくことになった。
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東京都におけるＢＹＯＤの取組

（東京都立向丘高等学校 有識者会議発表資料より抜粋）
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東京都におけるＢＹＯＤの取組

（東京都立向丘高等学校 有識者会議発表資料より抜粋）
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東京都におけるＢＹＯＤの取組

（東京都立向丘高等学校 有識者会議発表資料より抜粋）
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東京都におけるＢＹＯＤの取組

（東京都立向丘高等学校 有識者会議発表資料より抜粋）
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東京都におけるＢＹＯＤの取組

（東京都立向丘高等学校 有識者会議発表資料より抜粋）
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東京都におけるＢＹＯＤの取組

（東京都立向丘高等学校 有識者会議発表資料より抜粋）
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東京都におけるＢＹＯＤの取組

（東京都立向丘高等学校 有識者会議発表資料より抜粋）
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（神奈川県教委 文部科学省での協議会の発表資料より抜粋）

神奈川県におけるＢＹＯＤの取組
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神奈川県におけるＢＹＯＤの取組

（神奈川県教委 文部科学省での協議会の発表資料より抜粋）
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神奈川県におけるＢＹＯＤの取組

（神奈川県教委 文部科学省での協議会の発表資料より抜粋）
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神奈川県におけるＢＹＯＤの取組

（神奈川県教委 文部科学省での協議会の発表資料より抜粋）
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神奈川県におけるＢＹＯＤの取組

（神奈川県教委 文部科学省での協議会の発表資料より抜粋）
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神奈川県におけるＢＹＯＤの取組

（神奈川県教委 文部科学省での協議会の発表資料より抜粋）

 -18- 



神奈川県におけるＢＹＯＤの取組

（神奈川県教委 文部科学省での協議会の発表資料より抜粋）
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神奈川県におけるＢＹＯＤの取組

（神奈川県教委 文部科学省での協議会の発表資料より抜粋）
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